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研究成果の概要（和文）：潜在看護師の WLB を考慮した勤務モデル案としては以下の３つが考え

られた。【急性期病棟勤務形態案】４時間の短時間勤務者がペアで患者を受け持ち、３回の食事

に合わせ２時間程度の短時間勤務者を配置する。【慢性期病棟勤務形態案】４時間の短時間勤務

者がペアで患者を受け持ち、清潔ケア及び就寝までの時間に短時間勤務者を配置する。【介護療

養型医療施設勤務形態案】医療的な処置やケアを提供する時間に主に看護師を配置し、介護福

祉士との連携を重視する。臨床からは、変則勤務を増やして欲しいという希望があり、モデル

案の他、ワークシェアリングの可能性も示唆された。 

 
研究成果の概要（英文）： 

The following three work model plans that take the work-life balance (WLB) of 

non-active nurses (called “re-nurses”) into account are possible. “Acute-stage unit 

work-style plan:” Four-hour brief-duty nurses take charge of patients in pairs, and 

approximately 2-hour brief-duty nurses are staffed to coincide with three meals. 

“Chronic-stage unit work-style plan:” Four-hour brief-duty nurses take charge of 

patients in pairs, and brief-duty nurses are staffed at the time before hygiene care and 

bedtime. “Nursing-care-facility unit work-style plan:” Nurses are mainly staffed at the 

time when medical treatment or care is provided, and collaboration with nursing care 

workers is emphasized. There is a desire from clinical practice that irregular work be 

increased, and the possibility of work sharing has been suggested in addition to the 

model plans.  
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に対する社会のニーズは高まっている。しか

し、ニーズに応えるだけの人員が確保されて

いないことが、過重労働等による看護師のバ

ーンアウトや離職を引き起こし、看護の質に

も影響することが懸念されている。そこで、

注目されているのが子育て等で長時間の勤

務はできないが、就業ニーズをもっている人

生経験豊かな潜在看護師の再就業支援策で

ある。 

医療施設における看護職の人材確保策は、

新卒者および既卒者で他の施設を退職して

再就職する者や、常勤者で夜勤も可能な者の

獲得には奔走しているが、勤務時間に制約の

ある潜在看護職を人材として採用すること

には消極的である。しかし、尐子高齢社会に

おいては、新しい人材の輩出にも自ずと限界

があり、潜在看護職に対する再就業支援策は、

特に中小規模病院において、喫緊の課題とい

える。 

 

２．研究の目的 

 潜在看護職のワーク・ライフ・バランスを

考慮した雇用形態や多様な勤務形態を実現

するため、勤務形態のモデル作成し検証する

ことである。 

３．研究の方法 

（１）平成２０年度 

①病院の視察及びインタビュー調査対象（約

10 施設）の選定  

②インタビューガイドの作成（最短勤務時間、

看護必要度や日常業務の見直し、業務の組み

換え・割り振りなど） 

③インタビューの実施 

④内容を逐語録に起こし質的帰納的に分析

し、共通する要素を抽出する 

（２）平成２１年度 

①特徴的な雇用形態を推進している米国の

病院の実態調査をし、ワーク・ライフ・バラ

ンスを考慮した雇用形態について示唆を得

る。 

②①の結果を踏まえ、潜在看護職のワーク・

ライフ・バランスを考慮した雇用形態の促進

要因と阻害要因を整理し、促進要因を推進す

るための条件整備の内容を明らかにする。 

③協力病院をモデルケースとして、雇用形態

のモデルを作成する。 

（３）平成２２年度 

①作成したモデルにおけるコストの試算を

する。 

②協力病院において作成したモデルを検証

する。 

４．研究成果 

（１）潜在看護職の再就業を促進するために

医療機関に求められる共通要素 

先駆的な取り組みをしている看護管理者

10 名にインタビューした結果、「就業継続が

可能な勤務形態の整備」、「就業継続が可能な

業務内容の調整」、「育児・保育支援の充実」、

「入職前研修の実施」、「能力に応じた OJT プ

ログラムの作成」の５項目が、潜在看護職の

再就業を促進するために、医療機関に求めら

れる共通要素として抽出できた。  

（２）米国ミネソタ州における看護師の勤務

形態に関する調査結果 

①基本的に２週間の勤務時間が 80 時間以上

は常勤、80 時間未満は非常勤という区分があ

り、勤務した時間に応じた福利厚生が適応さ

れていた。 

②１勤務帯は原則８時間であり、常勤者と非

常勤者に勤務時間の差はなく、業務内容の差

もなかった。 

③２人１組で、常勤の勤務時間数である 80

時間を分担して勤務すれば、２人とも常勤と

して処遇されるジョブ・シェアリング 1)とい

う勤務形態が存在した。 

④潜在看護職者になった場合は、就職前に就

業に必要な看護能力を身につける、再雇用の



 

 

ための生涯教育のシステムが、地域に確立し

ていた。以上 4 点が明らかになった。 

米国においては伝統的に「家庭は個人の領

域」という考え方が強いことや、「小さい政

府」を目指していることから、リスクは自己

責任とされる。そのために男女は平等に処遇

されるが、育児・介護についての公的な介入

はほとんどないとされている 2）。      

（３）勤務形態のモデル化（参加観察やブレ

インストーミングを通して） 

急性期病棟では、６時間、８時間の勤務者

は、受け持ち患者のケアを中心に、手術前後

のケアに関わりながら業務を行っていた。ま

た、慢性期の病棟における業務内容は、介護

を中心とした日常生活援助、与薬業務、処置

などの機能別看護に集約されており、午前中

４時間の勤務時間内で完結する業務を行っ

ていた。このような元潜在看護職者の勤務状

況を踏まえて、勤務形態のモデル化を行った。 

ブレインストーミングにより「実施可能な

勤務体制に必要な要件」を検討した結果、【病

床区分と勤務形態】、【勤務形態の固定観念】、

【求職者が重視する勤務時間帯の条件】、【突

然の欠勤に対する対応の整備】であった。そ

れらを基に①急性期病棟勤の勤務形態のモ

デル案、②慢性期病棟勤の勤務形態のモデル

案、③介護療養型医療施設のモデル案を作成

した。 

急性期病棟には、通常の８時間の常勤者と

看護助手の勤務形態がある（図１）。「短時間

NS」とは、非常勤の短時間勤務者のことを示

している。短時間 NS は、６時間の勤務でも

記録時間の確保や引き継ぎの体制ができれ

ば、患者を受け持ち手術前後の業務も可能で

ある。また、患者を受け持ち、継続した１日

の業務を可能にするためには、記録時間や引

き継ぎの業務を含め、最低４時間単位の勤務

時間が必要である。４時間の短時間勤務でも

午前と午後の勤務者が連携してペアとなれ

ば、患者を受け持ち、継続した１日の看護業

務が可能となる。 

夜勤帯においては、術後の看護に加え、日

常生活上の援助や処置も多くあり、日勤と夜

勤の交代時間に人員が必要となる。さらに、

夜勤の開始から患者が安全に就寝準備がで

きる消灯までの時間帯をフォローする４時

間の勤務パターン（フリー業務）を考えた。 

朝食、夕食の時間は、夜勤帯であるため看

護職者の人数が尐なくなり、昼食前後は、看

護職者の休憩時間帯と重なるため、看護職者

の人数が尐なくなる。よって、食事の準備か

ら与薬までの業務を担当する２時間の勤務パ

ターンを考えた。 

【急性期病棟 モデル案】
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図 1 急性期病棟モデル案 

 

慢性期病棟では、比較的病状が安定し、主

に指導やリハビリテーションを中心とした

日常生活の援助を主とした病棟を想定した

（図２）。通常の８時間の常勤者と看護要員

としての看護助手や介護福祉士による勤務

形態がある。慢性期病棟の患者は、比較的病

状が安定していることから、急性期病棟の勤

務形態モデルで紹介したように、４時間の短

時間 NS でも患者を継続的に受け持つことが

可能と考えた。 

また、清潔ケアを中心としたフリー業務を

組み入れ、時間内に業務が完結する勤務パタ

ーンも有効である。夜勤の交代挟む時間帯で



 

 

は、急性期と同様に、患者が安全に就寝する

までのつなぎの２時間、３時間の勤務パター

ンも有効である。 

【慢性期病棟 モデル案】
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図 2 慢性期病棟モデル案 

 

介護療養型医療施設では、日常生活の介護

を中心とした業務が行われていると想定し

た（図３）。したがって、通常の８時間の常

勤者と主に介護福祉士によるケアが中心と

なる。しかし、介護福祉士や看護助手の資格

では実施できない業務に、経管栄養の注入や

入浴前後のペグ周囲の処置や褥瘡処置など

がある。医療的な処置が必要な時間帯やケア

内容が比較的限定されているため、４時間の

短時間 NS の勤務パターンが導入できると考

えた。身の回りの世話を主とする介護療養型

医療施設では、介護福祉士との連携により看

護師の配置人数も検討できると考えた。 

【指定介護療養型医療施設 モデル案】
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図 3 介護療養型医療施設 モデル案 

 

 

（４）考察 

①必要経費については、人員 0.5 換算の非常

勤者（元潜在看護職者）を２名で 1.0 換算す

ることは、人件費としては、新人看護職者を

１名採用するより安価であると考えられた。

潜在看護師を活用することによって得られ

る金額に換算できないメリットも考慮すべ

きである。 

②モデルに採用した変則勤務及び夜勤専従

勤務については、日勤帯に非常勤者を複数配

置し、常勤者が変則勤務を行う勤務形態も考

えられた。また、非常勤者によるワークシェ

アリングの可能性が示唆された。さらに、夜

勤専従の勤務形態も継続可能であると考え

られた。 

③病院の特徴を生かした勤務形態の検討の

必要性については、各病院の地域性や各病院

の特徴を考慮して、新しい発想で色々な雇用

形態を提供できることを情報発信していく

ことが求められる。そこで忘れてはならない

ことは、人事担当者を含む事務局とうまく協

働することである。 

協力病院では、復職した潜在看護職者が離

職していない。その理由は、個人の能力にあ

った働き方が選択でき、配置が適切であるこ

とが考えられる。各病院が病院の特徴を生か

し、WLB を考慮した潜在看護職者の活用につ

いて自由な発想で検討していく必要がある。 

（５）提言 

①受講した病院以外の病院に勤務してもよ

いという条件で、再就業支援講習会を開催す

る。 

②各勤務帯の業務内容の整理、受け入れ態勢

及び院内研修の工夫をする。 

③各病院が存在する地域性を考慮した子育

て支援（24 時間保育、病児保育、学童保育な

ど）を充実させる。 

④WLB を考慮した勤務形態は、非常勤看護職

者だけでなく、看護職全員にメリットがある



 

 

ことを周知する。 

⑤潜在看護職者の雇用は、将来の正規雇用者

確保のための投資と考える。 
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